
 

 1

アジア経済法令ニュースアジア経済法令ニュースアジア経済法令ニュースアジア経済法令ニュース No.19-16 

 添付法令資料 1：    韓国東・西・南海岸及び内陸圏発展特別法韓国東・西・南海岸及び内陸圏発展特別法韓国東・西・南海岸及び内陸圏発展特別法韓国東・西・南海岸及び内陸圏発展特別法（目次） 

 添付法令資料 2：    中国輸出入商品検査法中国輸出入商品検査法中国輸出入商品検査法中国輸出入商品検査法（目次） 

 添付法令資料 3：    輸輸輸輸出を目的とする出を目的とする出を目的とする出を目的とする加加加加工工工工、組、組、組、組立て及び他の立て及び他の立て及び他の立て及び他の商商商商品への据付のための物品への据付のための物品への据付のための物品への据付のための物品及び品及び品及び品及び    

        原料の輸入に係る関税免除及び付加価値税不徴収又は付加価値税及び原料の輸入に係る関税免除及び付加価値税不徴収又は付加価値税及び原料の輸入に係る関税免除及び付加価値税不徴収又は付加価値税及び原料の輸入に係る関税免除及び付加価値税不徴収又は付加価値税及び    

        奢侈品販売税に関す奢侈品販売税に関す奢侈品販売税に関す奢侈品販売税に関するるるる 2018201820182018 年年年年 12121212 月月月月 17171717 日日日日付インドネシア共和国付インドネシア共和国付インドネシア共和国付インドネシア共和国    

        財務大臣規則財務大臣規則財務大臣規則財務大臣規則 No.160/PMK.04/2018No.160/PMK.04/2018No.160/PMK.04/2018No.160/PMK.04/2018（目次） 

 添付法令資料 4：    輸出及び輸入物品の原産地の確定に関して定輸出及び輸入物品の原産地の確定に関して定輸出及び輸入物品の原産地の確定に関して定輸出及び輸入物品の原産地の確定に関して定めるベトナム財政省のめるベトナム財政省のめるベトナム財政省のめるベトナム財政省の    

        通知通知通知通知（目次） 

                    弁護士法人 瓜生･糸賀法律事務所 

                             2019 年 4 月 19 日（金） 
 

第 1 日本国 主要新法令及び改正法令 

1 船舶安全法に基づく型式承認等をした件（国土交通省告示第 570号ないし第

576号） 
19.04.15公布 

2 モンゴル国政府に対する贈与に関する日本国政府とモンゴル国政府との間の

書簡の交換に関する件（外務省告示第 127号） 
19.04.16公布 

3 ホンジュラス共和国政府に対する贈与に関する日本国政府とホンジュラス共

和国政府との間の書簡の交換に関する件（外務省告示第 129号） 
19.04.16公布 

4 水道法の一部を改正する法律の施行期日を定める政令（政令第 153号） 
19.04.17公布／19.10.01施行 

5 水道法の一部を改正する法律の施行に伴う関係政令の整備及び経過措置に関

する政令（政令第 154号） 
19.04.17公布／19.10.01施行 

6 外国為替の取引等の報告に関する省令の一部を改正する省令（財務省令第 35
号） 

19.04.17公布／19.04.24施行 
7 肥料を登録した件（農林水産省告示第 714号） 

19.04.17公布 
8 保険業法施行規則の規定に基づき、保険会社の資本金、基金、準備金等及び

通常の予測を超える危険に相当する額の計算方法等を定める件等の一部を改

正する件（金融庁告示第 26号） 
19.04.17公布／同日施行 

9 シエラレオネ共和国における若者に対する雇用促進及び起業支援を通じた非

正規移民に関するリスク削減計画のための贈与に関する日本国政府と国際移
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住機関との間の書簡の交換に関する件（外務省告示第 131号） 
19.04.18公布 

10 食糧援助に関する日本国政府とエリトリア国政府との間の書簡の交換に関す

る件（外務省告示第 132号） 
19.04.18公布 

11 リベリア共和国政府に対する贈与に関する日本国政府とリベリア共和国政府

との間の書簡の交換に関する件（外務省告示第 133号） 
19.04.18公布 

12 航空機監視システム改良計画のための贈与に関する日本国政府とミャンマー

連邦共和国政府との間の書簡の交換に関する件（外務省告示第 135号） 
19.04.19公布 

13 農村地域における農業機械及び建設機材整備計画のための贈与に関する日本

国政府とミャンマー連邦共和国政府との間の書簡の交換に関する件（外務省告

示第 136号） 
19.04.19公布 

14 社会保障に関する日本国とスロバキア共和国との間の協定（条約第 1号） 
19.04.19公布 

15 社会保障に関する日本国とスロバキア共和国との間の協定の効力発生に関す

る件（外務省告示第 137号） 
19.04.19公布／19.07.01施行 

 

第２-1 中国 主要新法令及び改正法令 

1 工业和信息化部关于印发《信息消费示范城市建设管理办法（试行）》的通知 
19.03.18発布 工業及び情報化部 工信部信軟[2019]63号／同日施行 

 

第 2-2 中国会計・税務法令 

1 关于特许权使用费申报纳税手续有关问题的公告 

19.03.27発布 税関総署公告 2019年第 58号／19.05.01施行 
2 关于上海国际能源交易中心有关风险准备金和期货投资者保障基金支出企业所

得税税前扣除政策问题的通知 

19.03.29発布 財政部及び国家税務総局 財税[2019]32号／19.01.01施行 
3 关于调整住房公积金个人住房贷款政策进一步优化服务有关问题的通知 

19.04.12 発布 中央国家機関住房資金管理中心 国機房資[2019]1 号／

19.04.15施行 
4 中华人民共和国政府信息公开条例 

19.04.03公布 国務院令第 711号／19.05.15施行 
5 关于创新企业境内发行存托凭证试点阶段有关税收政策的公告 

19.04.03発布 財政部 税務総局 証監会公告 2019年第 52号 
 

第 2-3 中国金融（Banking, Securities & Insurance）法令 
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掲載すべき法令は、ありません。 
 

第 3 ロシア 

1 ロシア連邦民法典第 4部への変更の導入に関する 2018年 12月 27日付ロシ

ア連邦法律 No.549-FZ 
公布の日から 180日経過後に施行 

2 人の基本的権利若しくは自由又はロシア連邦市民の権利若しくは自由の侵害

に関与する者に対する感化処分に関するロシア連邦法律第 3.1条への変更の導

入に関する 2018年 12月 27日付ロシア連邦法律 No.555-FZ 
3 ロシア連邦における地方自治の組織化の一般原理に関するロシア連邦法律第

27条への変更の導入に関する 2018年 12月 27日付ロシア連邦法律No.556-FZ 
4 行政的違法行為に関するロシア連邦法典第 20.2 条への変更の導入に関する

2018年 12月 27日付ロシア連邦法律 No.557-FZ 
5 ロシア連邦構成主体及び地方自治体の会計監査機関の組織及び活動の一般原

理に関するロシア連邦法律第 7条並びにロシア連邦における地方自治体サービ

スに関するロシア連邦法律第 13 条への変更の導入に関する 2018 年 12 月 27
日付ロシア連邦法律 No.559-FZ 
6 ロシア連邦構成主体及び地方自治体の会計監査機関の組織及び活動の一般原

理に関するロシア連邦法律第 3 条及び第 16 条への変更の導入に関する 2018
年 12月 27日付ロシア連邦法律 No.566-FZ 
7 行政的違法行為に関するロシア連邦法典第 19.28 条への変更の導入に関する

2018年 12月 27日付ロシア連邦法律 No.570-FZ 
8 国家防衛徴用に関するロシア連邦法律第 6 条への変更の導入に関する 2018
年 12月 27日付ロシア連邦法律 No.571-FZ 
9 競争の保護に関するロシア連邦法律第 17.1 条への変更の導入に関する 2018
年 12月 27日付ロシア連邦法律 No.572-FZ 

10 その余の最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 4 ベトナム 

1 現金を使用しない支払いに関する議定を合一する合一文書 
ベトナム国家銀行の 2019年 2月 22日付第 10/VBHN-NHNN号合一文書 

2 信用情報活動に関する議定を合一する合一文書 
ベトナム国家銀行の 2019年 2月 22日付第 11/VBHN-NHNN号合一文書 

3 経済組織の外貨交換代理活動並びに外貨の受領及び支払いに係るサービスの

供与活動に対する条件を定める議定を合一する合一文書 
ベトナム国家銀行の 2019年 2月 22日付第 12/VBHN-NHNN号合一文書 

4 税関法を合一する合一文書 
国会事務局の 2018年 12月 10日付第 17/VBHN-VPQH号合一文書 

5 環境保護法を合一する合一文書 
国会事務局の 2018年 12月 10日付第 19/VBHN-VPQH号合一文書 
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第 5 韓国 

1 公共財政の不正請求禁止及び不正利益返還等に関する法律 
19.04.16公布 法律第 16323号／20.01.01施行 

2 腐敗防止並びに国民権益委員会の設置及び運営に関する法律一部改正法 
19.04.16公布 法律第 16324号／19.10.17施行 

3 採用手続の公正化に関する法律一部改正法 
19.04.16公布 法律第 16321号／19.07.17施行 

4 特定犯罪者に対する保護観察及び電子装置付着等に関する法律一部改正法 
19.04.16公布 法律第 16314号／同日施行 

5 南極活動及び環境保護に関する法律施行令一部改正令 
19.04.16公布 大統領令第 29685号／19.04.17施行 

6 韓国国際協力団法施行令一部改正令 
19.04.16公布 大統領令第 29684号／19.04.17施行 

7 残留性有機汚染物質管理法施行規則一部改正令 
19.04.17公布 環境部令第 805号／施行未定 

 

第 6 台湾 

1 增訂並修正食品安全衛生管理法條文 
19.04.17公布 総統府 華總一義字第 10800037111號 

2 修正兵役法條文 
19.04.17公布 総統府 華總一義字第 10800037131號 

3 增訂並修正道路交通管理處罰條例條文 
19.04.17公布 総統府 華總一義字第 10800037121號 

4 增訂並修正證券交易法條文 
19.04.17公布 総統府 華總一義字第 10800037881號 

5 增訂、刪除並修正銀行法條文 
19.04.17公布 総統府 華總一義字第 10800037891號 

 

第 7 シンガポール 

1 ENVIRONMENTAL PROTECTION AND MANAGEMENT (VEHICULAR 
EMISSIONS) (AMENDMENT NO. 2) REGULATIONS 2019 

First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 18 
April and come into operation on 1 July 2019;No.S322/2019 

 

第 8 タイ 

1 電子商取引に関する仏暦 2562年（西暦 2019年）の法律（第 3次） 
19.04.12制定／19.04.15施行 

2 土地法典を修正し、及び補充する仏暦 2562年（西暦 2019年）の法律（第 14
次） 

19.04.12制定／官報掲載日（19.04.14）から 60日後に施行 
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3 仏暦 2562年（西暦 2019年）仲裁法（第 2次） 
19.04.12制定／19.04.15施行 

4 仏暦 2562年（西暦 2019年）電子商取引開発庁法 
19.04.14制定／19.04.15施行 

 

第 9 インドネシア 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 10 フィリピン 

掲載すべき法令は、ありません。 
 

第 11 インド 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 12 モンゴル 

1 鉱物に関する法律への追加及び変更の導入に関する 2019年 3月 26日付モン

ゴル国法律 
2 裁判官の法的地位に関する法律への追加の導入に関する 2019年 3月 27日付

モンゴル国法律 
19.03.27施行 

3 検察機関に関する法律への追加の導入に関する 2019年 3月 27日付モンゴル

国法律 
19.03.27施行 

4 反コラプション法への変更の導入に関する 2019年 3月 27日付モンゴル国法

律 
19.03.27施行 

 

第 13 カザフスタン 

1 2019年ないし 2021年におけるカザフスタン共和国国立基金からの保証付ト

ランスファーに関するカザフスタン共和国法律への変更の導入に関するカザ

フスタン共和国法律 
2019年 4月 13日付 No.245-VI ZRK／同年 1月 1日から施行 

2 2019年ないし 2021年における共和国予算に関するカザフスタン共和国法律

への変更及び追加の導入に関するカザフスタン共和国法律 
2019年 4月 13日付 No.246-VI ZRK／同年 1月 1日から施行 
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第 14 ウズベキスタン 

1 ウズベキスタン共和国における「仙台防災枠組 2015-2030」の実行に係る措

置に関するウズベキスタン共和国内閣決定 
2019年 4月 12日付 No.299／同日施行 

2 政府調達分野における異議の審理手続に係る規程への変更及び追加の導入に

関するウズベキスタン共和国財務相の命令 
2019年 3月 11日付 No.35 同年 4月 15日法務省登録 No.3013-1／同月

16日施行 
3 商業銀行による銀行カードの発行及びウズベキスタン共和国におけるその流

通手続に関する規程への変更の導入に関するウズベキスタン共和国中央銀行

理事会の決定 
2019年 3月 16日付 No.5/11 同年 4月 16日法務省登録 No.1344-6／同

日施行 
4 外国直接投資の誘致を伴うフェルガナ石油精製工場の現代化に係る措置に関

するウズベキスタン共和国大統領決定 
2019年 4月 10日付 No.PP-4275／同月 11日施行 

5 2019年ないし 2021年における共和国の医薬産業の加速的な発展に係る今後

の措置に関するウズベキスタン共和国大統領令 
2019年 4月 10日付 No.UP-5707／同月 11日施行 

 

第 15 トルコ 

1 農業製品のライセンスに基づく倉庫業務規則における変更の実施に関する貿

易省の規則 
2019年 4月 12日官報 No.30743／同日施行 

 

第 16 メキシコ 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 
 

第 17 ミャンマー 

掲載すべき法令は、ありません。 
 

第 18 添付法令資料 

   1韓国東・西・南海岸及び内陸圏発展特別法韓国東・西・南海岸及び内陸圏発展特別法韓国東・西・南海岸及び内陸圏発展特別法韓国東・西・南海岸及び内陸圏発展特別法（目次）    

   2中国輸出入商品検査法中国輸出入商品検査法中国輸出入商品検査法中国輸出入商品検査法（目次） 

   3輸出を目的とする加工、組立て及び他の商品への据付のための物品及び原料輸出を目的とする加工、組立て及び他の商品への据付のための物品及び原料輸出を目的とする加工、組立て及び他の商品への据付のための物品及び原料輸出を目的とする加工、組立て及び他の商品への据付のための物品及び原料

の輸入に係る関税免除及び付加価値税不徴収又は付加価値税及び奢侈品販売の輸入に係る関税免除及び付加価値税不徴収又は付加価値税及び奢侈品販売の輸入に係る関税免除及び付加価値税不徴収又は付加価値税及び奢侈品販売の輸入に係る関税免除及び付加価値税不徴収又は付加価値税及び奢侈品販売

税に関する税に関する税に関する税に関する 2018201820182018 年年年年 12121212 月月月月 17171717 日付インドネシア共和国財務大臣規則日付インドネシア共和国財務大臣規則日付インドネシア共和国財務大臣規則日付インドネシア共和国財務大臣規則
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No.No.No.No.160/PMK.04/2018160/PMK.04/2018160/PMK.04/2018160/PMK.04/2018（目次）    

   4輸出及び輸入物品の原産地の確定に関して定めるベトナム財政省の通知輸出及び輸入物品の原産地の確定に関して定めるベトナム財政省の通知輸出及び輸入物品の原産地の確定に関して定めるベトナム財政省の通知輸出及び輸入物品の原産地の確定に関して定めるベトナム財政省の通知（目

次）    

 

【アジア経済法令ニュース編集メンバー】 

糸賀 了   弁護士 最高顧問パートナー 

瓜生 健太郎 弁護士 マネージングパートナー 

 

萩野 敦司  弁護士：韓国・越南・タイ・ミャンマー・ラオス・カンボジア・モン

ゴル・インドネシア法令担当 

宍戸 一樹  弁護士：インドネシア・マレーシア・台湾・韓国・ロシア法令担当 

 兼ラテン‐アメリカデスク主任 

穴田 功   弁護士 日本国及びニューヨーク州：タイ・香港・シンガポール・ 

インド・南アフリカ法令担当 

谷本 規   弁護士：香港・越南・フィリピン・インドネシア法令担当 

金田 繁   弁護士：インドネシア法令担当 

須永 了   弁護士：インドネシア・マレーシア・タイ法令担当 

広瀬 元康  弁護士 日本国及びフランス国：メキシコ・ブラジル・インド・バン

グラデシュ法令担当兼ヨーロッパ・アフリカ・中東デスク主

任 

森 啓太   弁護士 日本国及びニューヨーク州：租税・独占禁止・知的財産・越

南・韓国・インドネシア法令担当 

谷添 学   弁護士 日本国及びニューヨーク州：インド・パキスタン・バングラ 

デシュ・スリランカ・南アフリカ・インドネシア法令担当 

熊代 なつみ 弁護士：インドネシア法令担当 

卜部 晃史  弁護士：インドネシア法令担当 

野島 未華子 弁護士：インドネシア・フィリピン法令担当 

吉川 景司  弁護士：知的財産・韓国・モンゴル・インドネシア法令担当 

千葉 香苗  弁護士：越南法令担当 

塚本 聡   弁護士：インドネシア法令担当 

上村 遥奈  弁護士：インドネシア法令担当 

大牟田 啓  弁護士・公認会計士：財務・会計・税務・韓国法令担当兼モンゴルデ
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スク主任 

梶間 茂樹  弁護士：シンガポール・インドネシア法令担当 

永井 万紀子 弁護士：インドネシア法令担当 

北中 佳恵  弁護士：インドネシア・フィリピン法令担当 

山田 重嗣  公認会計士・税理士：財務・会計・税務法令担当 

穂積 比呂子 税理士：租税法担当 

伏原 宏太  シニアコンサルタント：越南法令担当 

山本 志織  パラリーガル：インド・パキスタン・バングラデシュ・スリランカ・ 

南アフリカ・ブラジル法令担当 

ジュロフ ロマン  外国法研究員（ロシア連邦弁護士） 

：ロシア・ウクライナ・ベラルーシ法令担当 

ヤラシェフ ノディルベック  外国法研究員（ウズベキスタン共和国弁護士） 

：ウズベキスタン・カザフスタン・トルコ・ロシア法令担当 

廣川 梓   パラリーガル：韓国・インドネシア・モンゴル・越南法令担当 

吉岡 京   パラリーガル：越南法令担当 

為川 千草  パラリーガル：韓国・インド法令担当 

 

関連ベトナム法人 

  UIVN CO.,LTD 

 

提携先中国律師事務所 

  上海堅海律師事務所  

 

（追記） 

 1 中国の主要法令の日本語訳文は、アジア経済法令速報（年 24 回発行）を通じて

有償にて提供しております。 
 


